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（千人）（％） 失業率と前期からの雇用者数の変化
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米国経済点描（2007.12.29） 

～2007 年 11 月の失業率～ 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 12 月 7 日に米国労働省労働統計局（BLS）が公表した世帯調査に基づく 2007 年 11 月

の失業率は、9 月以来同じ 4.7％であった。 
また、同調査に基づく 11 月の就業者数は、暫定値で前月より 69 万 6 千人増加。10 月

は 25 万人の減少であったが、再び増加となった。 
 
また、事業所調査に基づく非農業部門の雇用者数（industry payroll employment）は、

季節調整済みの暫定値で 9 万 4 千人増（対前月比 0.07％増）と、10 月（17 万人増）に

続いて比較的高い増加となった。 
11 月の失業率は本年の中で一番低かった 3 月の 4.4％からみると、0.3 ポイント低下し

ているものの、雇用者の増加は 2003 年 8 月以来続いており、雇用情勢は今のところ概ね

安定的である。 
また、雇用増となったのは専門的・技術的サービス、ヘルスケア、食品サービスであ

る。反対に減少したのは、製造業、建設を含む住宅関連産業、信用販売、不動産で、こ

の辺にサブプライム問題の雇用への影響が現れはじめている。したがって、趨勢的には、

雇用環境は厳しさを増すとみて間違いないであろう。 


